
し、内申する。
展開方向

・潜在候補者を把握する。 　４月　　春・秋叙勲、藍綬褒章の潜在候補者調書の作成及び県への報告
・春・秋叙位（叙勲）、死亡叙位（叙勲）、各褒章、文化の日表彰等の各候補者の内申（推薦）を行う。 　　　　　春・秋叙勲受章者との連絡調整及び関係書類の提出
・県や関係機関との連絡調整を行う。 当該年度 　５月　　叙勲・褒章受章者へ市長メッセージの送付
・受章者等との連絡調整を行う。 執行計画 　７月　　文化の日表彰候補者の推薦 　　　 　 

(3)事業内容 内　　容 ・受章者に市長メッセージを送付する。 　９月　　春・秋叙勲候補者の内申。春・秋叙勲受章者との連絡調整及び関係書類の提出
　　　　　 叙勲・褒章受章者へ市長メッセージの送付
国・県への報告及び内申件数 想定値 5当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 5

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 地方自治の育成発展に貢献した者で表彰対象となるものを漏れなく把握する。 直接 国・県の表彰基準に該当する者、また、今後候補者となり得る者の報 件 5 5
告及び内申件数

令和 3年度 地方自治の育成発展に貢献した者で表彰対象となるものを漏れなく把握する。 直接 国・県の表彰基準に該当する者、また、今後候補者となり得る者の報 件 5
告及び内申件数

令和 4年度 地方自治の育成発展に貢献した者で表彰対象となるものを漏れなく把握する。 直接 国・県の表彰基準に該当する者、また、今後候補者となり得る者の報 件 5
告及び内申件数

栄典事務は、部外秘（国・県からの指示）であり、かつ、当該事務は知識や経験が求められる。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

叙位、叙勲候補者の報告 0 叙位、叙勲候補者の報告 0 0 叙位、叙勲候補者の報告 0 叙位、叙勲候補者の報告 0
叙位、叙勲、褒章などの内申 0 叙位、叙勲、褒章などの内申 0 0 叙位、叙勲、褒章などの内申 0 叙位、叙勲、褒章などの内申 0
物件の受領、受章者への伝達 0 物件の受領、受章者への伝達 0 0 物件の受領、受章者への伝達 0 物件の受領、受章者への伝達 0

0
【流用（6月）】報償費 30 30
　紺綬褒章受章者用の褒章額購入
　　※eモニター制度から流用

実施内容
【予備費充用（11月）】報償費 30 30

(8)施行事項
費　　用 紺綬褒章受章者用の褒章額購入

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 60 60 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 60 60 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
正職員人件費 1,760 1,740 1,740 1,740 1,740

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,760 1,800 1,800 1,740 1,740
(11)単位費用

352千円／件 360千円／件 360
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

県を通じて国に春秋叙勲（叙位）・各褒章・死亡叙勲（叙位）の各候補者の内申、また、県に文化の日表彰の候補者の推 ●①事前確認での想定どおり
薦を行うとともに、今後候補者となりうる者の情報を集め、地方自治の育成発展に功績のあった者の受章に資する。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

地方自治の育成発展に功績のあった方を顕彰する制度であり、本事業が候補者の情報を整理し推薦するために必要である
状況に変わりはないため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 地方自治分野における候補者の推薦は、国や県からの通知に

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 基づいて行っており、市以外が実施することはできないため
□その他 　促進された 。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
5 5 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

当初の想定どおり、推薦を行ったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 5 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,800 △40 1,800 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△2.27

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 当初の想定どおり推薦を行ったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.28

件 10万円 0.28 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
栄典制度に基づいて地方自治の育成発展に貢献した方を推薦できるよう、候補者情報の収集や整理など、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 86 課コード 0103 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・秘書広報課

個別事業 栄典事務 位置づけ

③事業主体 ○市 ●その他（ 国・県 ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,740 千円 (うち人件費 1,740 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 1,800 千円 (うち人件費 1,740 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地方自治の育成発展に貢献し、功績顕著な者で、かつ、推薦基準を満たし、叙勲・表彰される者としてふさ
施策目的・

(2)目的 事業目的 わしい者を把握



への関心と参加を促し、市内外へ市の施策な
施策目的・

(2)目的 ジオ、インターネットなどのさまざまな媒体を積極的に活用しながら、市政や市民のくらしに関する情報を 事業目的 どをアピールする。
展開方向

正確にわかりやすく伝えていきます。
・記者会見の実施、会見内容や日程などの連絡調整、資料の送付 ・毎月：記者会見の実施、会見内容や日程などの連絡調整、資料の送付
・柏記者クラブや他の報道機関への議会資料などの送付 ・定例・臨時議会：柏記者クラブや他の報道機関への議会資料などの送付
・行事予定表の調整と送付 当該年度 ・毎月：行事予定表の調整と送付
・訃報の連絡 執行計画 ・訃報の連絡

(3)事業内容 内　　容 ・新聞、テレビの広告掲載 ・新聞、テレビの広告随時

情報提供件数 想定値 85当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 233

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 報道機関へ適切に情報を提供する。 間接 情報提供件数 件 85 85

令和 3年度 報道機関へ適切に情報を提供する。 間接 情報提供件数 件 85

令和 4年度 報道機関へ適切に情報を提供する。 間接 情報提供件数 件 85

情報の所管課との連携を図る必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

広告料 121 広告料 121 66 広告料 121 広告料 121
定例記者会見 0 定例記者会見 0 0 定例記者会見 0 定例記者会見 0
記者クラブへの情報提供 0 記者クラブへの情報提供 0 0 記者クラブへの情報提供 0 記者クラブへの情報提供 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 121 合　　計 121 66 合　　計 121 合　　計 121
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 121 121 66 121 121

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5
正職員人件費 4,400 4,350 4,350 4,350 4,350

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,521 4,471 4,416 4,471 4,471
(11)単位費用

53.19千円／件 52.6千円／件 18.95
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・市民の行政参加を促し、市民自治を行政と市民との共通認識とするために、多様な情報媒体を通じて市の施策などを積 ●①事前確認での想定どおり
極的に情報提供していく必要がある。また、市の魅力を市内外にアピールするためにも、市内で行われる行事や、市の施 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 策などを広く報せる必要がある。新聞、ミニコミ紙などは市民の目に触れる機会が多く、高い広報効果が見込める。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

報道機関へ情報提供したことにより市の施策や魅力が取り上げられ、市内外に情報を伝えることができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 情報の主体が市であるため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 記者会見では市民に参加して情報発信する機会を設けている 市と市民団体等が協働で実施する事業を市民と一緒に記者会 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 。 見で発表することができた。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
85 85 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市の魅力を市内外に広くアピールするため、施策やイベントなどの情報を積極的
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 233 274.12

に提供したため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,471 50 4,416 98.77
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.11

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 アピールする情報などが多数あったため、目標値以上と

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 なった。適正である。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.9

件 10万円 5.28 277.89

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
新聞やテレビの報道機関は、情報の速報性や市民への浸透性に優れており、かつ経費もかからないメリットがある。市の施策や魅力を市内外に
アピールすため、今後も積極的な情報提供を進めていく必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 87 課コード 0103 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・秘書広報課

個別事業 報道機関への情報提供 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,471 千円 (うち人件費 4,350 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 81101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民と市が情報を共有できるよう、広報あびこや市ウェブサイトの充実を図るとともに、新聞やテレビ、ラ 報道機関へ適切に情報提供を行うことにより、広く市民に市政



行うことにより、市民の市政への参画機会と政策形成過程の公
施策目的・

(2)目的 から、会議の休日・夜間開催の工夫や、公募市民の登用拡大、インターネットを活用したｅモニター制度な 事業目的 正を確保する。
展開方向

どにより、政策形成過程全般への市民参加を進めます。 また、重要施策の策定に際し、広く意見を求め施策に反映させる。
条例の制定改廃その他市の基本的施策の策定過程において、当該施策の案をホームページへの掲載や行政サ 重要施策の策定にあたって随時実施する。
ービスセンター等での閲覧などの方法により広く一般に公表し、当該施策等に対する意見の提出を求める。
提出された意見を考慮し、施策に反映させるとともに、提出された意見の概要と当該意見に対する市の考え 当該年度
方を案の公表と同様の方法により公表する。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

意見公募1件当たりの提出意見数 想定値 10当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 7

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 パブリックコメント(意見公募)に対してより多くの意見をいただき施策に反映する。 直接 意見公募１件当たりの提出意見数 件 7 10

令和 3年度 パブリックコメント(意見公募)に対してより多くの意見をいただき施策に反映する。 直接 意見公募１件当たりの提出意見数 件 10

令和 4年度 パブリックコメント(意見公募)に対してより多くの意見をいただき施策に反映する。 直接 意見公募１件当たりの提出意見数 件 10

若い世代からの意見が少数であることから、幅広い年齢層が提案しやすい方法を検討するとともに、提出された意見を活用し政
(7)事業実施上の課題と対応 策や施策に反映できるよう仕組みづくりを進める必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

パブリックコメントの実施 0 パブリックコメントの実施 0 0 パブリックコメントの実施 0 パブリックコメントの実施 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.15 0.15 0.25 0.25
正職員人件費 2,200 1,305 1,305 2,175 2,175

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,200 1,305 1,305 2,175 2,175
(11)単位費用

220千円／件 130.5千円／件 186.43
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

重要施策の策定にあたり、広く市民の声を聴き施策へ反映することができることと、政策形成過程において意見公募を ●①事前確認での想定どおり
行うことにより、情報の共有化と公正が確保されるなど有効な制度である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市民からの意見を反映できるよう必要な施策について、手続きを行った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が実施する施策について、市民の意見を聴取する制度であ

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 るため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
●①事業計画時に市民の参画有り 市民の意見を反映した政策や施策の展開が需要であることか 市民から様々な意見を聴取する制度である。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ら、広く意見公募を行っている。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
7 10 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

施策等に対する市民からの意見が少なかったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 7 70
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,305 895 1,305 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

40.68

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 施策案に対する市民からの意見が少なかったが、一定の

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 事業効果を得ている。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.77

件 10万円 0.54 70.13

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
施策形成過程から市民参加を進めることは、地方分権の進展に対応するたに有効であり、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 88 課コード 0103 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・秘書広報課

個別事業 パブリックコメント手続 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成18年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,305 千円 (うち人件費 1,305 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 81202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地方分権の進展に的確に対応するためには、より市民の意見を反映した政策や施策の展開が重要であること 全庁統一的なルールでパブリックコメントを



を図り市民ニーズを把握して市政の改善や
施策目的・

(2)目的 会など、広く市民の意見や要望を聴く機会の充実を図るとともに、市民の意見や要望に対する市の考え方を 事業目的 将来の施策に反映させることを目的とする。
展開方向

分かりやすく伝えていきます。
市政ふれあい懇談会の共通テーマや地域の課題等について、市長が直接市民と意見交換を行う。聴取した意 ・年２回、市内５ヵ所の近隣センターにて開催予定。
見等を市政の改善や将来の施策に反映させるとともに、ホームページで公表して広く情報提供し市政への理 ・開催日時、場所、テーマ等について
解と周知を図る。 当該年度 　　第１回　新型コロナウイルスの影響で中止

執行計画 　　第２回　１１月 布佐地区のみ開催。その他４地区は、新型コロナウイルスの感染拡大状況を
(3)事業内容 内　　容 　　　　　　　　　 踏まえ中止。

　
参加人数 想定値 310当該年度

単位 人
活動結果指標 実績値 34

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市事業の現状等を多くの市民に説明する場を設け、市民と直接意見交換を通して市民との相互理解を深めるとともに、市民の声 直接 参加人数 人 130 380
を市政に反映させる。

令和 3年度 直接市民と意見交換を行い市民の声により多く応え市政に反映させる。 直接 参加人数 人 410

令和 4年度 直接市民と意見交換を行い市民の声により多く応え市政に反映させる。 直接 参加人数 人 410

若い人や女性の参加が少ない。幅広い世代の人に参加してもらえるよう周知方法等を工夫する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

市政ふれあい懇談会の開催 0 市政ふれあい懇談会の開催 0 市政ふれあい懇談会の開催 0 市政ふれあい懇談会の開催 0
ふれあい懇談会開催通知及び相談会 64 ふれあい懇談会開催通知及び相談会 32 ふれあい懇談会開催通知及び相談会 32 ふれあい懇談会開催通知及び相談会 32
チラシ郵送料 チラシ郵送料 28 チラシ郵送料 チラシ郵送料

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 64 合　　計 32 28 合　　計 32 合　　計 32
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 64 32 28 32 32

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.4 0.4 0.5 0.5
正職員人件費 4,400 3,480 3,480 4,350 4,350

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,464 3,512 3,508 4,382 4,382
(11)単位費用

14.4千円／人 11.33千円／人 103.18
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市長が直接市民と意見交換を行うことで相互理解を図ることができる。また、市民の声を直接聴くことで、より的確に市 ○①事前確認での想定どおり
民ニーズを捉え、市政の改善や施策に反映することができる。 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新型コロナウイルスにより、第１回目の５月は中止、２回目については、感染者が増加したことにより、布佐地区のみの
開催となった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市（市長）が主催する市民との意見交換の場である。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り より多くの市民の参加を得るため、市内５カ所の場所で、年 市民参加を前提とした事業である。 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り に２回開催している。 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ●③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 新型コロナウイルスの影響で、１地区を除き、他地区では開

催出来なかったため。
＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
130 380 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルスの影響で、１地区を除き、他地区は開催できなかった。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 34 8.95
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ●②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,512 952 3,508 99.89
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ 新型コロナウイルスの影響で、１地区を除き、他 ●不要

地区は開催できなかった。

21.33

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルスの影響で、１地区を除き、他地区は

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 開催できなかった。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 10.82

人 10万円 0.97 8.96

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市政や事業の説明機会として有効であり、市民の意見を施策に反映するため、必要な事業であることから現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 89 課コード 0103 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・秘書広報課

個別事業 市政ふれあい懇談会 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,512 千円 (うち人件費 3,480 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 81102 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

多様化する市民ニーズを的確に把握して市政に反映できるよう、市政への手紙やメール、市政ふれあい懇談 市長が市民と直接意見交換を行うことにより、市民との相互理解



ーズを把握し、市政への改善や将来の施
施策目的・

(2)目的 会など、広く市民の意見や要望を聴く機会の充実を図るとともに、市民の意見や要望に対する市の考え方を 事業目的 策に反映させる。
展開方向

分かりやすく伝えていきます。
市内３７ヵ所に配置の市政への手紙や市のホームページを利用して、市民から市政への意見や要望等を聴取 市政への手紙・メールにより寄せられた意見等について随時受付し、担当課の対応策を市長と協議のうえ差
し、市政の改善や施策の参考として反映させる。また寄せられた市政への意見や要望等については対応等を 出人に回答し、市政の改善や参考などに反映させる。
差出人に回答する。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

市政へのメール・手紙の受付件数 想定値 350当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 461

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市民からの苦情を除いた市政への意見、要望、提言等にできるだけ多く応え市政に反映させる。 直接 市政へのメール・手紙の受付件数 件 477 350

令和 3年度 市民からの市政への意見、要望、提言等にできるだけ多く応え市政に反映させる。 直接 市政へのメール・手紙の受付件数 件 500

令和 4年度 市民からの市政への意見、要望、提言等にできるだけ多く応え市政に反映させる。 直接 市政へのメール・手紙の受付件数 件 500

回答までに期間を要する場合が多いため、回答するまでの個々の事務に要する時間の短縮化を図り、回答の迅速化に努める。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

市政へのハガキ印刷代 31 市政へのハガキ印刷代 30 0 市政へのハガキ印刷代 30 市政へのハガキ印刷代 30
広聴業務駐車場使用料 2 広聴業務駐車場使用料 2 1 広聴業務駐車場使用料 2 広聴業務駐車場使用料 2

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 33 合　　計 32 1 合　　計 32 合　　計 32
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 33 32 1 32 32

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.15 1 1 1.15 1.15
正職員人件費 10,120 8,700 8,700 10,005 10,005

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 10,153 8,732 8,701 10,037 10,037
(11)単位費用

29.01千円／件 24.95千円／件 18.87
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

広聴制度の中でも、市民が簡易に市政への意見や要望等を伝えることが出来る制度であり、また、継続的に市民ニーズを ○①事前確認での想定どおり
把握することができ、市政への改善に資することができる。 ●②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新型コロナウイルス関係の意見や質問が多いことから、通年の数を考えると、想定通りは言えない。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市の施策や事業に対する意見・要望等であるため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市政に対する意見等を聴取し、市政や施策に反映させる。 市民が市に対して意見や要望を伝える制度である。 ●①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 新型コロナウイルス関係の意見や質問が多いことから、特殊

な年であり、当初期待した以上の意味合いにはそぐわない。
＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
477 350 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス関係の意見や質問が多いことから、特殊な年であり、本来の
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 461 131.71

設定目標値を達成したとは言えない。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 8,732 1,421 8,701 99.64
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

14

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナウイルスの影響によるものであり、通年の目

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 標値以上となった。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.01

件 10万円 5.3 132.17

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市民のニーズを的確に把握し、施策への反映や改善につなげるために必要な事業であることから、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 90 課コード 0103 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・秘書広報課

個別事業 市政への手紙・メール 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 1 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,732 千円 (うち人件費 8,700 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 81102 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

多様化する市民ニーズを的確に把握して市政に反映できるよう、市政への手紙やメール、市政ふれあい懇談 市民からの市政に対しての意見、要望、提言等を広く聴き、市民ニ



とで、団体等が抱える課題等の解決を図るとともに市
施策目的・

(2)目的 会など、広く市民の意見や要望を聴く機会の充実を図るとともに、市民の意見や要望に対する市の考え方を 事業目的 政の改善にもつながる。
展開方向

分かりやすく伝えていきます。
自治会や各種団体からの市政に対する要望書や陳情書のうち、要望等の内容が複数の部署に関係するものを 自治会等からの要望に対し、文書回答や懇談会を開催する。
受け付ける。
受け付けた要望書や陳情書に対して、関係部署と調整のうえ文書回答を行ったり、市長や担当職員との懇談 当該年度
会を開催し、詳しい説明や意見交換を行う。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

受付した団体等の延べ件数 想定値 55当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 64

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 自治会等からの要望に応えることで、地域や団体が抱える課題の解決や市政の改善が図られる。 間接 受付した団体等の延べ件数 件 64 55

令和 3年度 自治会等からの要望に応えることで、地域や団体が抱える課題の解決や市政の改善が図られる。 間接 受付した団体等の延べ件数 件 55

令和 4年度 自治会等からの要望に応えることで、地域や団体が抱える課題の解決や市政の改善が図られる。 間接 受付した団体等の延べ件数 件 55

要望事項内容の多種多様化に伴い、関係部署との調整に苦慮している。全庁的業務の把握と関係課との連絡調整に努める。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

陳情・要望事務 0 陳情・要望事務 0 0 陳情・要望事務 0 陳情・要望事務 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.15 0.15 0.15 0.15 0.15
正職員人件費 1,320 1,305 1,305 1,305 1,305

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,320 1,305 1,305 1,305 1,305
(11)単位費用

24千円／件 23.73千円／件 20.39
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

自治会や各種団体からの市政への要望に応えることで、地域や団体が抱える課題等が解決されるとともに市政への改善へ ●①事前確認での想定どおり
とつながる。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

寄せられた要望に対し、適切に回答及び対応を行った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市に対する要望・陳情であるため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民団体等の意見を聴取するため、必要に応じ懇談会を開催 市民や団体からの要望を広く聴取している。 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り している。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 コロナウイルスに関わる要望が多くあったため。

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
64 55 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

コロナウイルスに関わる要望が多くあったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 64 116.36
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,305 15 1,305 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.14

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 コロナウイルスに関わる要望が多くあったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 4.21

件 10万円 4.9 116.39

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市民の要望・陳情に引き続き対応していくため、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 91 課コード 0103 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・秘書広報課

個別事業 庁内調整を要する要望・陳情 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.15 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,305 千円 (うち人件費 1,305 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 81102 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

多様化する市民ニーズを的確に把握して市政に反映できるよう、市政への手紙やメール、市政ふれあい懇談 自治会や各種団体からの市政に対する要望に応えるこ



職委員に対する感謝状の贈呈を円滑に行うことができる。
展開方向

・非常勤職員のうち審議会等委員の登用の３カ月前までに登用事前協議を行う。 ・登用の３カ月前まで　　　非常勤職員のうち審議会等委員の登用事前協議を行う。
・審議会等委員の名簿の管理を行う。 ・随時　　　　　　　　　　審議会等委員の名簿の管理を行う。
・一定の期間奉職した者に感謝の意を表するため、退職時に感謝状を贈呈する。 当該年度 ・非常勤職員の退職時　　　感謝状授与の事務を行う。

執行計画 ・議会開会月　　　　　　　審議会等委員の登用状況を関係課へ提供する。
(3)事業内容 内　　容

審議会等委員の延べ人数 想定値 650当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 797

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 審議会等の人材登用データを適正に管理する。 間接 適正管理率 ％ 100 100

令和 3年度 審議会等の人材登用データを適正に管理する。 間接 適正管理率 ％ 100

令和 4年度 審議会等の人材登用データを適正に管理する。 間接 適正管理率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

賞状・筒 10 賞状・筒 10 10 賞状・筒 10 賞状・筒 10
市章入り賞状用紙印刷代 32 市章入り賞状用紙印刷代 32 32 市章入り賞状用紙印刷代 32 市章入り賞状用紙印刷代 32
審議会等委員の登用事前協議 0 審議会等委員の登用事前協議 0 0 審議会等委員の登用事前協議 0 審議会等委員の登用事前協議 0
審議会委員名簿のデータ管理 0 審議会委員名簿のデータ管理 0 0 審議会委員名簿のデータ管理 0 審議会委員名簿のデータ管理 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 42 合　　計 42 42 合　　計 42 合　　計 42
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 42 42 42 42 42

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
正職員人件費 880 870 870 870 870

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 922 912 912 912 912
(11)単位費用

1.42千円／人 1.4千円／人 1.14
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・男女共同参画の推進等のため、「審議会等委員の任用に関する基準」に基づき女性委員の登用推進を図る。 ●①事前確認での想定どおり
・審議会等委員の名簿の管理を行うことにより、同一人の重複任用をさけるとともに、長期任用の制限や公募委員の登用 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ の推進を図る。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ・退職等する職員等への感謝状の贈呈に関する規程の規定により、退職委員に対して感謝状を授与する。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

人材登録データの管理は、審議会等委員を適切に登用するために必要な事業である。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が設置する審議会等の委員登用は、市以外が実施主体とは

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 なり得ない。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 委嘱している委員のうち、30名が公募の市民である。また、 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 各審議会等について、市内で活動する団体等から委員の推薦 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り を受けるなど、市民参加の工夫を図っている。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

審議会等委員の登用にあたり、事前協議による兼任確認や人材登用データの管理
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

などを適切に実施したため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 912 10 912 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.08

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 10.96

％ 10万円 10.96 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
審議会等委員を適切に登用するため、「審議会等委員の選任に関する基準」に基づき、人材登用データの管理などを現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 93 課コード 0103 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・秘書広報課

個別事業 非常勤職員の任免に関する事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.1 人）
(1)事業概要

(当　初) 912 千円 (うち人件費 870 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

審議会等の人材登用データを適切に管理することにより、審議会等が本来の機能を発揮し、有効適切な運営
施策目的・

(2)目的 事業目的 ができるようになり、また、退



業目的 変化に柔軟に対応し、これらを的確に遂行する。
展開方向

・ 行事等出席依頼により、出欠・代理出席（祝電、メッセージ）などの対応の調整 随時処理
・ 開催日時、場所、役割などの確認、資料や挨拶文案の依頼と作成 ・ 行事等出席依頼により、出欠・代理出席（祝電、メッセージ）などの対応の調整
・ 交際費の管理、運転手との調整、市長等の随行 当該年度 ・ 開催日時、場所、役割などの確認、資料や挨拶文案の依頼と作成
・ 開催場所への交通手段や出発・帰着時間の調整 執行計画 ・ 交際費の管理、運転手との調整、市長等の随行

(3)事業内容 内　　容 ・ 市長等が参加する会議や講演会などの調整、原稿や配布資料などの確認と連絡調整 ・ 開催場所への交通手段や出発・帰着時間の調整
・ 訃報時の対応（通夜・告別式の確認、弔電・生花） ・ 市長等が参加する会議や講演会などの調整、原稿や配布資料などの確認と連絡調整
・ 緊急時や予定変更等に伴う日程、対応などの調整 スケジュール調整日数 想定値 365当該年度
・ 市長の資産等の公開に関する条例に基づき、市長等の資産及び所得等報告書を市民へ公開する 単位 日

活動結果指標 実績値 365・ 我孫子市資産等公開審査会の運営

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市長等の公務に支障がでないよう、市長等のスケジュールを調整する。 直接 市長等の公務の適正執行率 ％ 100 100

令和 3年度 市長等の公務に支障がでないよう、市長等のスケジュールを調整する。 直接 市長等の公務の適正執行率 ％ 100

令和 4年度 市長等の公務に支障がでないよう、市長等のスケジュールを調整する。 直接 市長等の公務の適正執行率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

旅費 454 旅費 408 78 旅費 408 旅費 408
交際費 750 交際費 750 176 交際費 750 交際費 750
需用費 364 需用費 367 272 需用費 367 需用費 367
役務費 9 役務費 32 32 役務費 9 役務費 9
負担金補助及び交付金 1,306 負担金補助及び交付金 1,306 1,261 負担金補助及び交付金 1,306 負担金補助及び交付金 1,306
資産等公開審査会委員報酬 18 資産等公開審査会委員報酬 18 0 資産等公開審査会委員報酬 18 資産等公開審査会委員報酬 18
事務機器使用料及び賃借料 54 事務機器使用料及び賃借料 54 54 事務機器使用料及び賃借料 54 事務機器使用料及び賃借料 54

実施内容 パートタイム会計年度任用職員（事務補 1,488 0
パートタイム会計年度任用職員（事務補 105 0

(8)施行事項
費　　用 パートタイム会計年度任用職員（事務補 233 0

パートタイム会計年度任用職員（事務補 62 0

【９月補正（減額）】
会計年度任用職員人件費 △1,888 0
旅費（研修旅費） △165 0

予算(決算)額 合　　計 2,955 合　　計 2,770 1,873 合　　計 2,912 合　　計 2,912
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,955 2,770 1,873 2,912 2,912

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 4.6 4.3 4.3 4.9 4.9
正職員人件費 40,480 37,410 37,410 42,630 42,630

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 43,435 40,180 39,283 45,542 45,542
(11)単位費用

119千円／日 110.08千円／日 107.62
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市長等のスケジュール調整事務は、秘書担当で最もウエイトが高い事務である。 ●①事前確認での想定どおり
秘書担当は、公務件数の多い市長等のスケジュールなどに支障がないように効率的な調整を行うとともに、さまざまな状 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 況の変化に柔軟に対応し、これらを的確に遂行しなければならない。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市政運営には市長等のスケジュール調整を的確かつ効率的に行う必要があり、その状況に変わりはないため。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市長・副市長の日程等に関する関係機関・関係者との調整は

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 、市以外が実施主体とはなり得ないため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

庁内や関係機関等との連絡調整を密に行い、的確なスケジュール管理を実施した
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

ため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 40,180 3,255 39,283 97.77
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

7.49

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.25

％ 10万円 0.25 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市長・副市長が支障なく公務を遂行するため、今後も現状どおり効率的かつ的確なスケジュール管理を行っていく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 94 課コード 0103 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・秘書広報課

個別事業 スケジュール管理等秘書事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 7 人 (換算人数 4.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 42,233 千円 (うち人件費 37,410 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 40,180 千円 (うち人件費 37,410 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市長及び副市長（以下「市長等」という。）の公務に支障がないよう調整するとともに、さまざまな状況の
施策目的・

(2)目的 事



提出等をとおして、より一層市政への理解・協力を深め、議会との円滑な行政
展開方向

運営を図る。
・議会の会期日程などの連絡調整 ・１月（臨時議会の場合は随時）　　議会の会期日程などの連絡調整
・市政懇談会の日程、場所等の連絡調整と実施 ・１月または２月　予算編成時における市政懇談会の開催
・請願・陳情処理経過・結果の提出 当該年度 ・議会開会月の前々月　　市政懇談会の日程などの連絡調整
・人事案件議案の調整と提出 執行計画 ・提案する議会前　　人事案件議案の調整と提出、市政懇談会の実施、請願・陳情の処理経過の提出

(3)事業内容 内　　容 ・議員改選時における審議会などの委員の連絡調整 ・随時　　行政視察の連絡調整
・行政視察の連絡 ・随時　　議会からの資料要求の調整と資料の提出
・議会からの資料要求の調整と資料の提出 調整日数 想定値 300当該年度

単位 日
活動結果指標 実績値 300

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市議会との連絡調整を適正に行う。 直接 連絡調整の達成度（連絡調整した数／連絡調整しなければならない数 ％ 100 100
）

令和 3年度 市議会との連絡調整を適正に行う。 直接 連絡調整の達成度（連絡調整した数／連絡調整しなければならない数 ％ 100
）

令和 4年度 市議会との連絡調整を適正に行う。 直接 連絡調整の達成度（連絡調整した数／連絡調整しなければならない数 ％ 100
）

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

会期日程、説明員報告などの連絡調整 0 会期日程、説明員報告などの連絡調整 0 0 会期日程、説明員報告などの連絡調整 0 会期日程、説明員報告などの連絡調整 0
市政懇談会の開催 0 市政懇談会の開催 0 0 市政懇談会の開催 0 市政懇談会の開催 0
人事案件議案の調整と提出 0 人事案件議案の調整と提出 0 0 人事案件議案の調整と提出 0 人事案件議案の調整と提出 0
議員改選時の審議会委員等の連絡調整 0 議員改選時の審議会委員等の連絡調整 0 0 議員改選時の審議会委員等の連絡調整 0 議員改選時の審議会委員等の連絡調整 0
他市からの行政視察説明員の調整 0 他市からの行政視察説明員の調整 0 0 他市からの行政視察説明員の調整 0 他市からの行政視察説明員の調整 0
議会からの資料要求の調整と提出 0 議会からの資料要求の調整と提出 0 0 議会からの資料要求の調整と提出 0 議会からの資料要求の調整と提出 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.5 0.4 0.4 0.5 0.5
正職員人件費 4,400 3,480 3,480 4,350 4,350

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,400 3,480 3,480 4,350 4,350
(11)単位費用

14.67千円／日 11.6千円／日 11.6
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市政の推進にあたっては議会との円滑な連携が不可欠であるため、議会からの資料要求への対応、市政懇談会の開催、請 ●①事前確認での想定どおり
願・陳情処理経過・結果の提出、人事案件議案の提出など、議会への資料提供や情報提供などを行う。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市政の推進には市議会との円滑な連携が不可欠であり、その状況に変わりはないため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 議員からの資料要求への対応や市政懇談会の開催など、市議

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 会との連絡調整は、執行機関である市以外が行うことはでき
□その他 　促進された ないため。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市議会との連絡調整を、適正かつ円滑に実施したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,480 920 3,480 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

20.91

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.87

％ 10万円 2.87 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市政の推進には市議会との連絡調整が不可欠であり、今後も円滑に行えるよう、現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 95 課コード 0103 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・秘書広報課

個別事業 市議会との連絡調整事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,480 千円 (うち人件費 3,480 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

議員への資料要求の提出、市政懇談会の開催、議会・委員会開催に伴う連絡調整、陳情・請願の処理経過・
施策目的・

(2)目的 事業目的 結果の提出、人事案件議案の



相談、離婚、借金、相隣トラブルなど、日常生活の中での悩みごとへの相談に応じるため、弁護士による無 ・毎月最初の勤務日の朝８時３０分から、当月分の相談予約を電話で受け付ける。
料法律相談を年間６０回開催(延べ５４０人分)している。 ・年間６０回開催

当該年度 ・1回(１日)９人の相談に応じる。
執行計画

(3)事業内容 内　　容

相談者数 想定値 510当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 431

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 相談者の悩みごとを解消する。 直接 相談者数 人 431 510

令和 3年度 相談者の悩みごとを解消する。 直接 相談者数 人 510

令和 4年度 相談者の悩みごとを解消する。 直接 相談者数 人 510

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

法律相談委託料 2,531 法律相談委託料 2,555 2,512 法律相談委託料 2,555 法律相談委託料 2,555
消耗品費 7 消耗品費 7 7 消耗品費 7 消耗品費 7

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 2,538 合　　計 2,562 2,519 合　　計 2,562 合　　計 2,562
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,538 2,562 2,519 2,562 2,562

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.2 0.2 0.3 0.3
正職員人件費 2,640 1,740 1,740 2,610 2,610

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,178 4,302 4,259 5,172 5,172
(11)単位費用

10.15千円／人 8.44千円／人 9.88
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

相談、離婚、借金、相隣トラブルなど、日常生活の中で悩みごとを持っている多くの市民から法律相談の希望がある。 ●①事前確認での想定どおり
このような状況の中、多くの市民の悩みごとを解決するためにも法律相談は必要な事業である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

多くの市民が法律相談を利用された。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 新型コロナ感染防止のため、弁護士と電話による相談を実施

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 している。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 事業内容が対象外 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
431 510 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

電話による相談のため、予約していることを忘れてしまう相談者が多い。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 431 84.51
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,302 876 4,259 99
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

16.92

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 電話による相談のため、予約していることを忘れてしま

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 う相談者が多い。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 11.85

人 10万円 10.12 85.4

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市民の利用が多い事業であるため、引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 96 課コード 0103 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・秘書広報課

個別事業 法律相談 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,302 千円 (うち人件費 1,740 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

民事面で悩んでいる市民が、市の無料法律相談で弁護士から法的な助言を受けることで、安心して日常生活
施策目的・

(2)目的 事業目的 を過ごすことができるようにする。
展開方向



関する情報や市の様々な魅力をインターネットによって、より多くの方に提供するとともに、利用者
施策目的・

(2)目的 ジオ、インターネットなどのさまざまな媒体を積極的に活用しながら、市政や市民のくらしに関する情報を 事業目的 の利便性をさらに高める。
展開方向

正確にわかりやすく伝えていきます。
市の生活に密着した様々な情報を積極的に提供・発信する。掲載情報の充実を図り、常に最新の状態に更新 ホームページの運用管理を行う。
する。さらに、利用者の方々がより見やすく検索しやすいよう、市ホームページ機能の充実を図るとともに 〇　通年：ホームページの運用及び管理。
、若い世代の定住化に向けた情報を発信する。また、バナー広告を掲載し市の収入源を確保する。 当該年度

執行計画
(3)事業内容 内　　容

年間アクセス件数 想定値 2,000,000当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 15,329,985

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 多くの人に情報を提供する。 直接 年間ページ更新件数 件 8,208 4,000

令和 3年度 多くの人に情報を提供する。 直接 年間ページ更新件数 件 4,000

令和 4年度 多くの人に情報を提供する。 直接 年間ページ更新件数 件 4,000

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

普通旅費 2 普通旅費 2 0 普通旅費 2 普通旅費 2
研修旅費 2 研修旅費 2 0 研修旅費 2 研修旅費 2
消耗品費 10 消耗品費 8 3 消耗品費 8 消耗品費 8
ホームページ保守点検委託料 2,558 ホームページ保守点検委託料 2,581 2,581 ホームページ保守点検委託料 2,581 ホームページ保守点検委託料 2,581
ホームページ研修委託料 65 ホームページ作成研修委託料 66 0 ホームページ研修委託料 66 ホームページ研修委託料 66
ホームページ運用ソフト使用料 654 ホームページ運用ソフト使用料 660 660 ホームページ運用ソフト使用料 660 ホームページ運用ソフト使用料 660
ホームページ運用サーバー等使用料 838 ホームページ運用サーバー等使用料 845 845 ホームページ運用サーバー等使用料 845 ホームページ運用サーバー等使用料 845

実施内容 ホームページサーバー機器
更新業務委託料 1,844 1,844

(8)施行事項
費　　用 ホームページレスポンシブデザイン

ホームページ運用管理業務を行う 対応作業業務委託料 ホームページ運用管理業務を行う ホームページ運用管理業務を行う
2号嘱託職員2,687千円×0.9人 2,418 （5月予備費増額1,650） 1,650 1,650 パート会計年度（事務補助職員） パート会計年度（事務補助職員）

2,313 2,570千円×0.9人 2,313
ホームページ運用管理業務を行う
パート会計年度（事務補助職員）
2,570千円×0.9人
3月流用社会保険料増額40、報酬減額△4 2,313 2,271

予算(決算)額 合　　計 6,547 合　　計 9,971 9,854 合　　計 6,477 合　　計 6,477
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 4,867 8,291 8,294 4,797 6,477

その他の財源 □特会 □受益 □基金 ■その他 1,680 □特会 □受益 □基金 ■その他 1,680 1,560 □特会 □受益 □基金 ■その他 1,680 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1 0.7 0.7 1 1
正職員人件費 8,800 6,090 6,090 8,700 8,700

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,467 0 0 2,313 2,313
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 15,347 16,061 15,944 15,177 15,177
(11)単位費用

0.01千円／件 0.01千円／件 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市民ニーズの多様化への対応や厳しい財政状況における施策選択等を進めている中、市民と市、市民と市民の情報共有、 ●①事前確認での想定どおり
また自治体間競争への対応として市内外に魅力を発信することが重要となる。さらに、情報共有・発信は、情報通信業技 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 術の進歩に対応した取組みが求められている。このため、ホームページによる情報発信を行うための管理・運営は必要で ○要
   背景は？(事業の必要性) ある。在住外国人の増加、訪日外国人旅行者の増加、2020年の東京オリンピック開催に伴う対応として多言語による情報 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

発信は必要である。なお、スマートフォンの普及、公衆無線LANの整備に伴うスマートフォン対応は、令和２年度以降、 即時性があり、より多くの人に情報を提供するために有効な手段であった。
ホームページリニューアルの方針策定にあわせて検討する。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 情報を提供する主体が市であるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
8,208 4,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

ホームページのアクセス件数のカウント方法が変わったため、想定値を見直す必
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 15,329,985 383,249.63

要がある。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 16,061 △714 15,944 99.27
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△4.65

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 市政情報やイベント情報などを効率的に発信した。アク

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 セス件数のカウント方法が変わったため、目標値を見直

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 24.91 す必要がある。

件 10万円 96,148.93 385,985.27

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
インターネットの利用が日常化している中、市政や市民の暮らしに関することや市の魅力など、ホームページを活用して情報提供しているため
にも、ホームページの管理、掲載内容や機能の充実を図る本事業は現状どおり推進する必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 97 課コード 0103 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・秘書広報課

個別事業 ホームページの管理・充実 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 14,411 千円 (うち人件費 6,090 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 16,061 千円 (うち人件費 6,090 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 81101 重点なし ○有 ●無 (計画名) 我孫子市情報化推進計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民と市が情報を共有できるよう、広報あびこや市ウェブサイトの充実を図るとともに、新聞やテレビ、ラ 市政に



ため、月２回「広報あびこ」を編集・発行する。
施策目的・

(2)目的 ジオ、インターネットなどのさまざまな媒体を積極的に活用しながら、市政や市民のくらしに関する情報を 事業目的
展開方向

正確にわかりやすく伝えていきます。
市の施策や事業、市民からのお知らせ等の情報を編集し広報あびこを発行する。（月２回：１日・１６日） 広報あびこ発行
配布は、原則、全世帯とし新聞折込により配布。新聞未購読世帯には申出により宅配を行う。市内公共施設 〇　期間：令和２年４月１６日号～令和３年４月１日号　　
に設置し配布を行う。（各行政サービスセンター・近隣センター・公民館・図書館、アビスタ、市民プラザ 当該年度 ・１日号：前月の上旬から中旬にかけて編集作業を行い、印刷、新聞店への配布を経て発行。
等）　　　　　　　　　　　　　 執行計画 ・１６日号：前月の中旬から下旬にかけて編集作業を行い、印刷、新聞店への配布を経て発行。

(3)事業内容 内　　容 視覚障害者には、「声の広報」、市内在住外国人には『ニュースレターアビコ』（毎月１回発行）を発行し
配布している。
スマートフォンアプリを活用し「i広報紙」を配信している。 「広報あびこ」の年間配布部数 想定値 1,225,000当該年度
広報作成及び新聞店への配送は民間委託。 単位 部

活動結果指標 実績値 1,125,000広告掲載を開始する。

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市政に関する情報などを、わかりやすく正確に市民に伝える 直接 「広報あびこ」の年間配布部数 部 1,200,000 1,225,000

令和 3年度 市政に関する情報などを、わかりやすく正確に市民に伝える 直接 「広報あびこ」の年間配布部数） 部 1,225,000

令和 4年度 市政に関する情報などを、わかりやすく正確に市民に伝える 直接 「広報あびこ」の年間配布部数 部 1,225,000

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

報償費 3 報償費 3 2 報償費 3 報償費 3
普通旅費（9月流用減額△4） 1 普通旅費 6 0 普通旅費 6 普通旅費 6
研修旅費 3 消耗品費 582 550 消耗品費 582 消耗品費 582
消耗品費 477 修繕料 246 206 修繕料 246 修繕料 246
修繕料 397 通信運搬費（3月流用増額6） 827 827 通信運搬費 821 通信運搬費 821
通信運搬費 824 手数料（9月流用減額△29、3月補正減額 9,152 8,836 手数料 9,581 手数料 9,581
手数料 9,936 声の広報あびこ作成委託料 666 666 声の広報あびこ作成委託料 666 声の広報あびこ作成委託料 666

実施内容 声の広報あびこ作成委託料 666 広報作成委託料（債務負担2～4年) 広報作成委託料（債務負担2～4年) 26,595 広報作成委託料（債務負担2～4年) 26,595
広報作成委託料（債務負担29～31年） 25,418 （3月補正減額△2,959、3月流用減額△6 23,630 22,560 ニュースレターあびこ作成業務委託料 132 ニュースレターあびこ作成業務委託料 132

(8)施行事項
費　　用 ニュースレターあびこ作成業務委託料 132 ニュースレターあびこ作成業務委託料 132 132 事務機器使用料 166 事務機器使用料 166

事務機器使用料 100 事務機器使用料 166 115 備品購入費 113 備品購入費 113
有料道路・駐車場使用料 9 備品購入費（9月流用増額29） 142 142
備品購入費（9月流用増額4） 106 広報の編集発行業務にかかる 広報の編集発行業務にかかる 広報の編集発行業務にかかる
研修負担金 42 パート会計年度（事務補助職員） パート会計年度（事務補助職員） パート会計年度（事務補助職員）
雇用保険料（産休対応　臨時職員分） 17 2,571千円×0.1人 257 252 2,571千円×0.1人 257 2,571千円×0.1人 257

広報の編集発行業務にかかる
広報の編集発行業務にかかる パート会計年度（事務補助職員）産休代
２号嘱託職員2,687千円×0.1人 269 1,967千円×0.8人

（11月予備費　費用弁償増額102） 1,676 1,642

予算(決算)額 合　　計 38,400 合　　計 37,485 35,930 合　　計 39,168 合　　計 39,168
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 38,400 37,245 34,590 39,168 39,168

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 240 1,340 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.7 1.3 1.3 1.15 1.15
正職員人件費 14,960 11,310 11,310 10,005 10,005

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 274 0 0 257 257
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 53,360 48,795 47,240 49,173 49,173
(11)単位費用

0.04千円／部 0.04千円／部 0.04
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市民と市が市政に関する情報などを共有するため、市政に関する情報などを、紙媒体により正確に分かりやすく市民に伝 ●①事前確認での想定どおり
えることは必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市政や市民の暮らしに関する情報を提供する手段として有効であった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 情報を提供する主体が市であるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 編集会議を委託事業者と実施。作成、印刷、配布まで民間事 編集、印刷、配付まで民間事業者へ委託し実施した。 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 業へ委託。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 紙質はグリーン購入法適合銘柄を使用。 広報紙は再生紙を使用している。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(部) 目標値(b)(部) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(部) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
1,200,000 1,225,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

効果的な場所で広報を配布することができた。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 1,125,000 91.84
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 48,795 4,565 47,240 96.81
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

企業等の広告を掲載。

8.56

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2,510.5

部 10万円 2,381.46 94.86

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市政や市民の暮らし等の情報を多くの市民に提供するため、広報の発行は有効であり本事業は現状どおり推進する必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 98 課コード 0103 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・秘書広報課

個別事業 広報の編集・発行 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 1.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 52,052 千円 (うち人件費 11,310 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 48,795 千円 (うち人件費 11,310 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 81101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民と市が情報を共有できるよう、広報あびこや市ウェブサイトの充実を図るとともに、新聞やテレビ、ラ 市民と市が行政情報などを共有する



便利帳を作成し市ホームページに掲載する
施策目的・

(2)目的 ジオ、インターネットなどのさまざまな媒体を積極的に活用しながら、市政や市民のくらしに関する情報を 事業目的 。
展開方向

正確にわかりやすく伝えていきます。
市民や転入者などに市政情報を提供するため、市の行政サービスや公共施設の利用案内などをまとめた「暮 平成２８年度に発行した「暮らしの便利帳」を文字データ化し、最新の行政サービスなどに修正して市ホー
らしの便利帳」を作成し、市ホームページに掲載する。 ムページに掲載する。

当該年度 ・作成スケジュール
執行計画 　４月～８月：文字データ化

(3)事業内容 内　　容 　９月～１１月：校正
　１２月：ホームページに掲載予定
ホームページアクセス数（令和３年１月～） 想定値 500当該年度

単位 件
活動結果指標 実績値 449

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 暮らしの便利帳を市ホームページに掲載し、多くの市民に活用してもらう。 直接 ホームページアクセス数 部 449 500

令和 3年度 暮らしの便利帳を更新し、多くの市民に活用してもらう。 直接 ホームページアクセス数 部 2,000

令和 4年度 暮らしの便利帳を更新し、多くの市民に活用してもらう。 直接 ホームページアクセス数 部 2,000

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

暮らしの便利帳改訂版の作成 0 暮らしの便利帳（ホームページ用作成） 暮らしの便利帳（ホームページ用更新） 暮らしの便利帳（ホームページ用更新）
パート会計年度（事務補助職員）産休代
1,967千円×0.2人 393 385

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 393 385 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 393 385 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0 0 0 0
正職員人件費 0 0 0 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 393 385 0 0
(11)単位費用

0千円／部 0.79千円／件 0.86
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市政や市民の暮らしに関する様々な情報を正確に伝えるためには、速やかに情報を提供できるインターネットで情報を提 ●①事前確認での想定どおり
供することが重要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市政や市民の暮らしに関する様々な情報を正確に伝えるため、「暮らしの便利帳」をインターネット上で公開し、必要な
情報を印刷できるようするなど、効率的かつ効果的な事業展開を行った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 情報を発信する主体が市であるため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
特になし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 環境に配慮した紙を使用して発行する 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(部) 目標値(b)(部) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(部) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
449 500 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

今年度からホームページ上での公開になったため、周知方法を工夫する必要があ
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 449 89.8

る。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 393 △393 385 97.96
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 127.23

部 10万円 116.62 91.66

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市政や市民の暮らしに関する様々な情報を正確に伝えるため、今後は各年度で「暮らしの便利帳」を更新し、インターネット上で公開していく
ことは、最新の情報を伝えるためにも効率的かつ効果的である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 99 課コード 0103 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・秘書広報課

個別事業 暮らしの便利帳・ガイドマップの発行 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 0 人 (換算人数 0 人）
(1)事業概要

(当　初) 393 千円 (うち人件費 0 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 81101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民と市が情報を共有できるよう、広報あびこや市ウェブサイトの充実を図るとともに、新聞やテレビ、ラ 市政や市民の暮らしに関する最新情報を提供するため、暮らしの



同参画社会を実現するために、「我孫子市第３次男女共同参画プラン」に基づき、事業を進行管理し
施策目的・

(2)目的 男女が平等に参画できるよう、事業者・自治会などへの働きかけや講演会・講座の開催、情報紙の発行など 事業目的 、全庁的な組織である推進本部と市民や関係団体や学識経験者らをメンバーとする審議会を運営する。 
展開方向

の啓発活動を充実します。
〇　男女共同参画プラン推進本部において「我孫子市第３次男女共同参画プラン」計上事業の進行管理を行 〇プラン進行管理
う。幹事会を開催し、推進本部の会議に付する事案の検討及び調整を行う。 ・４月～５月：事業実績把握（庁内調査）・１０月：幹事会の開催　・１０月、２月：審議会開催
〇　男女共同参画審議会を開催し、市の方針に対する幅広い意見や専門的意見を聴く。 当該年度 ・２月：推進本部会議開催　・１１月：実施計画計上事業実績報告の公表（ホームページ）　

執行計画 　　　　
(3)事業内容 内　　容

実施計画計上事業数 想定値 77当該年度
単位 件

活動結果指標 実績値 77

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 我孫子市第３次男女共同参画プランに位置付けられた施策を確実に実施する 直接 我孫子市第３次男女共同参画プラン計上事業の実施率 ％ 100 100

令和 3年度 我孫子市第３次男女共同参画プランに位置付けられた施策を確実に実施する 直接 我孫子市第３次男女共同参画プラン計上事業の実施率 ％ 100

令和 4年度 我孫子市第３次男女共同参画プランに位置付けられた施策を確実に実施する 直接 我孫子市第３次男女共同参画プラン計上事業の実施率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

男女共同参画審議会委員報酬 70 男女共同参画審議会委員報酬 男女共同参画審議会委員報酬 70 男女共同参画審議会委員報酬 70
普通旅費 2 （3月流用減額△31） 39 35
研修旅費 2
研修負担金 2

実施内容 男女共同参画業務を行う２号嘱託職員 男女共同参画業務を行う 男女共同参画業務を行う 男女共同参画業務を行う
2,534千円×0.8 2,027 パート会計年度（事務補助職員） パート会計年度（事務補助職員） パート会計年度（事務補助職員）

(8)施行事項
費　　用 2,476千円×0.8 2,476千円×0.8 1,981 2,476千円×0.8 1,981

（3月流用　社会保険料増額31） 2,012 1,972

予算(決算)額 合　　計 2,103 合　　計 2,051 2,007 合　　計 2,051 合　　計 2,051
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,103 2,051 2,007 2,051 2,051

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.3 0.3 0.35 0.35
正職員人件費 3,080 2,610 2,610 3,045 3,045

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,032 0 0 1,981 1,981
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 5,183 4,661 4,617 5,096 5,096
(11)単位費用

61.7千円／件 60.53千円／件 59.96
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

我孫子市男女共同参画条例第10条において、男女共同参画に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、男女共同 ●①事前確認での想定どおり
参画の推進に関する基本的な計画を策定することとしている。本計画に基づき男女共同参画を推進するためには計画の進 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 行管理は必要である。 ○要
   背景は？(事業の必要性) また、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に定める市町村計画として策定した市女性活躍推進計画に基づき ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

、本市における女性活躍を推進するため同計画の進行管理は必要である。 平成３０年度に策定した第三次男女共同参画プランに掲げた事業を効果的に実施していくには、進行管理が必要であった
。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 計画に掲げる事業の進行管理であるため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 男女共同参画審議会に市民を登用している。 男女共同参画審議会に公募を含めた市民が参画し、年度計画 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り や実施内容、結果について書面（メール）で審議した。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞
なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

第三次プランに掲げる７７事業を実施したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,661 522 4,617 99.06
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

10.07

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 2.15

％ 10万円 2.17 100.93

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
男女共同参画社会を実現するためには、三次男女共同参画プランに掲げる事業を効率的かつ着実に実施する必要があるため、本事業は現状どお
り推進する必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1370 課コード 0103 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・秘書広報課

個別事業 男女共同参画プラン進行管理業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,661 千円 (うち人件費 2,610 千円）⑦事業費
総事業費 2,255 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 42001 重点なし ○有 ●無 (計画名) 男女共同参画プラン（第２次）

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

固定的な性別役割分担の意識や社会慣行の解消を促し、職場や地域、学校、家庭など社会のあらゆる分野で 男女共



見直す契機とする。
施策目的・

(2)目的 男女が平等に参画できるよう、事業者・自治会などへの働きかけや講演会・講座の開催、情報紙の発行など 事業目的
展開方向

の啓発活動を充実します。
講演会の実施や情報紙の発行、またＳＮＳを通して市民に男女共同参画社会づくりへの認識を広めるととも 〇　講演会
に市民の理解を深める。 ・　６月：講演会実施（市主催）　・１０月：講演会実施（市民団体と共催）

当該年度 〇　情報紙
執行計画 ・　発行：１月～２月

(3)事業内容 内　　容 ・　配布：公共施設、商業施設等に配置する。

発行部数 想定値 2,000当該年度
単位 部

活動結果指標 実績値 2,000

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 多くの市民に情報紙を読んでもらい、男女共同参画の必要性を理解してもらう 直接 情報紙の発行部数 部 2,000 2,000

令和 3年度 多くの市民に情報紙を読んでもらい、男女共同参画の必要性を理解してもらう 直接 情報紙の発行部数 部 2,000

令和 4年度 多くの市民に情報紙を読んでもらい、男女共同参画の必要性を理解してもらう 直接 情報紙の発行部数 部 2,000

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

講師報償費 110 講師報償費 110 110 講師報償費 110 講師報償費 110
消耗品費 65 消耗品費（11月流用増額2） 52 52 消耗品費 50 消耗品費 50
食糧費 2 食糧費 2 2 食糧費 2 食糧費 2
保険料 2 保険料（11月流用減額△2） 1 0 保険料 3 保険料 3
男女共同参画情報紙作成業務委託料 709 男女共同参画情報紙作成業務委託料 339 0 男女共同参画情報紙作成業務委託料 500 男女共同参画情報紙作成業務委託料 500

（3月流用減額△161）
男女共同参画業務を行う２号嘱託職員 印刷製本費（3月流用増額161） 161 123 男女共同参画業務を行う 男女共同参画業務を行う

実施内容 2,534千円×0.2人 507 男女共同参画業務を行う パート会計年度（事務補助職員） パート会計年度（事務補助職員）
パート会計年度（事務補助職員） 2,476千円×0.2人 495 2,476千円×0.2人 495

(8)施行事項
費　　用 2,476千円×0.2人 495 487

予算(決算)額 合　　計 1,395 合　　計 1,160 774 合　　計 1,160 合　　計 1,160
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,395 1,160 774 1,160 1,160

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.3 0.25 0.25 0.2 0.2
正職員人件費 2,640 2,175 2,175 1,740 1,740

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 509 0 0 495 495
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,035 3,335 2,949 2,900 2,900
(11)単位費用

0.04千円／部 1.67千円／部 1.47
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

管理的職業従事者に占める割合や子育て期における男性の家事・育児時間は国際的に見て低い水準にある。また、市民ア ●①事前確認での想定どおり
ンケートにおいても満足度が低い状況にあるため、男女共同参画にかかる啓発事業は必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

男女共同参画社会への理解、必要性の認識を持つためには講演会や情報誌の発行による啓発事業は必要であった。
なお、講演会はオンラインで実施した。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が主体となってオンラインでの講演会や情報誌の発行によ

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 り啓発を行った。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市内の市民団体と共同で講演会を実施している。 講演会を年２回開催したが、うち１回は市民団体との共催事 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 業である。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
●⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(部) 目標値(b)(部) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(部) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
2,000 2,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

当初の予定通り情報誌を2000部作成したため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 2,000 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 3,335 700 2,949 88.43
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

情報誌は、取材を含む原稿作成と印刷を委託する想定だったが、緊急事
態宣言の延長により取材が困難となり、委託せずに市が作成し、印刷製

17.35 本費としたため。

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 より効果的な情報誌を年１回発行し、部数も啓発効果が

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 ある箇所へ配布した。目標値を見直す。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 59.97

部 10万円 67.82 113.09

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
男女共同参画社会を実現するためには、あらゆる分野で男女が共に参画できる環境づくりが必要である。よって、男女共同参画社会の必要性を
啓発啓発する本事業は現状どおり推進する必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1374 課コード 0103 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・秘書広報課

個別事業 男女共同参画啓発事業の実施 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 3,335 千円 (うち人件費 2,175 千円）⑦事業費
総事業費 1,883 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 42001 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

固定的な性別役割分担の意識や社会慣行の解消を促し、職場や地域、学校、家庭など社会のあらゆる分野で 男女平等意識の形成と社会制度・慣習を



イメージアップや認知度の向上、情報に接触する機会を増やし、交流人口の拡大や移住定住を促進する
施策目的・

(2)目的 した市のさまざまな魅力を全国に向けて積極的に発信するなど、シティセールスの視点による情報発信力を 事業目的 ためシティプロモーション事業を展開し、選ばれるまちを目指す。
展開方向

強化します。
手賀沼の豊かな自然環境やイベント、子育て支援などの施策をテレビやラジオなどのメディア、観光や商業 ・県内外へ向けたプロモーション事業
施設などを活用し、東京圏（東京・千葉・埼玉・神奈川）と茨城県を中心としたエリアでのプロモーション ・テレビ番組を活用した事業（イベント情報等の発信）:通年
事業を展開する。また、子育て世代や移住定住を検討している若い世代、都市エリアなどターゲットを絞っ 当該年度 ・FM・AMラジオを活用した事業（子育て施策等の発信）：通年
たプロモーション事業もあわせて展開する。 執行計画 〇ターゲットを絞ったプロモーション事業

(3)事業内容 内　　容 ・若い女性の働く企業・団体向けの情報誌への広告掲載：9月

シティセールス動画へのアクセス数 想定値 35,000当該年度
単位 回

活動結果指標 実績値 39,330

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 多くの子育て世代（若い世代）に「我孫子が子育てしやすいまち」としてのイメージを定着させる。 直接 シティセールス動画へのアクセス数 回 39,330 35,000

令和 3年度 多くの子育て世代（若い世代）に「我孫子が子育てしやすいまち」としてのイメージを定着させる。 直接 シティセールス動画へのアクセス数 回 40,000

令和 4年度 多くの子育て世代（若い世代）に「我孫子が子育てしやすいまち」としてのイメージを定着させる。 直接 シティセールス動画へのアクセス数 回 40,000

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 普通旅費 67 ＊ 普通旅費 29 3 ＊ 普通旅費 29 ＊ 普通旅費 29
＊ 研修旅費 10 ＊ 研修旅費 12 1 ＊ 研修旅費 12 ＊ 研修旅費 12
＊ 消耗品費※流用△23 813 ＊ 消耗品費 318 102 ＊ 消耗品費 318 ＊ 消耗品費 318
＊ 印刷製本費（ABIROAD） 503 ＊ 印刷製本費（ABIROAD）※流用△1595 0 0 ＊ 広告料（シティリビング） 2,431 ＊ 広告料（シティリビング） 2,431
＊ 印刷製本費（イベント装飾具） 35 ＊ 広告料（シティリビング） 2,431 2,431 ＊ 手数料 14 ＊ 手数料 14
＊ 広告料（アットリンクビジョン） 900 ＊ 手数料 14 0 ＊ 委託料（地上波テレビＰＲ、ＦＭ・ 7,975 ＊ 委託料（地上波テレビＰＲ、ＦＭ・ 7,975
＊ 広告料（JCOM） 1,308 ＊ 委託料（地上波テレビＰＲ、ＦＭ・ＡＭ 9,515 9,515 ＊ ＡＭラジオＣＭ放送） ＡＭラジオＣＭ放送）

実施内容 ＊ 手数料 11 ラジオＣＭ放送、ブックカバー・しお ＊ 備品購入費 33 ＊ 備品購入費 33
＊ 委託料（地上波テレビＰＲ）※流用△5 3,995 り・ABIROAD）※流用1595,3月補正△ 負担金（日本広報協会） 42 負担金（日本広報協会） 42

(8)施行事項
費　　用 ＊ 委託料（ラジオ） 3,978 2134 行財政情報発信サービス使用料 528 行財政情報発信サービス使用料 528

＊ 委託料（移住定住PR冊子） 6,243 ＊ 備品購入費 33 31
＊ 備品購入費 213 負担金（日本広報協会） 42 42

負担金（日本広報協会） 42 行財政情報発信サービス使用料 528 528
行財政情報発信サービス使用料 524
報償費※流用23 23
有料道路・駐車場使用料※流用5 5

予算(決算)額 合　　計 18,670 合　　計 12,922 12,653 合　　計 11,382 合　　計 11,382
国庫支出金 補助率 50 ％ 8,482 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 10,188 12,922 12,653 11,382 11,382

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.45 1.35 1.35 1.35 1.35
正職員人件費 12,760 11,745 11,745 11,745 11,745

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 31,430 24,667 24,398 23,127 23,127
(11)単位費用

0.9千円／回 0.7千円／回 0.62
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

人口減少や少子高齢化、若い世代の減少が進むなか、シティプロモーション事業を展開してきた。多くの自治体がシティ ●①事前確認での想定どおり
プロモーション事業を実施している状況を踏まえ、市の魅力の認知度向上やイメージアップを図るためには、多様なメデ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ィアなどを活用した情報発信を継続的に実施する必要がある。また、より効果的に他自治体との差別化を図るため、ター ○要
   背景は？(事業の必要性) ゲットを絞ったシティプロモーション事業を展開する必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

交流人口の拡大や若い世代の定住化を進めるうえで、行政サービスや市の魅力などの情報発信力を強化することは有効な
事業であった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 行政サービスや市の魅力発信の主体となるのは市であるため

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民や団体などから情報収集している。番組出演など市民や facebookの投稿やコメント、シェアにより、様々な市の魅力 ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り 団体の協力を得たＰＲ活動を実施している。 を市内外に発信した。また、PRサポーターを活用し、市民に ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り よる番組レポートなどを行った。 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 良好な自然環境である手賀沼をＰＲしている。 テレビ番組や我孫子駅のパネル展示、出版社への写真提供な ●①想定どおり
□②生き物と共存している ど手賀沼のPRを行った。 ○②想定どおりでなかった
■③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
39,330 35,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

SNSなどを有効に活用したことで、メディアによる情報発信が効果を得たため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 39,330 112.37
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 24,667 6,763 24,398 98.91
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

21.52

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 SNSなどを有効に活用したことで、メディアによる情報

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 発信が効果を得たため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 141.89

回 10万円 161.2 113.61

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ●事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、テレビをはじめとした多様なメディアを用いて市の魅力を発信してきたが、市民参加型の魅力発信をしてくいため、事業手法を見直 令和３年度は、ラジオやSNS等のメディア活用は継続しつつ、多様なコミュニティを用いて市民と意見を交わし、市民参加型の魅力発信に努め
していく。 ていく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 1822 課コード 0103 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 総務部・秘書広報課

個別事業 シティプロモーションの推進 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 1.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 26,801 千円 (うち人件費 11,745 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 24,667 千円 (うち人件費 11,745 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 81104 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市の知名度やイメージの向上を図るとともに、市民の誇りと愛着心を高めるため、市民や団体などから収集 市の



有している市長と教育委員会が十分な意思疎通
施策目的・

(2)目的 のための教育を推進します。また、健康管理の大切さを意識した健やかな生活を送ることができるよう、食 事業目的 を図り、地域の教育の課題やあるべき姿を共有して、より一層民意を反映した教育行政の推進を図る。
展開方向

育や健康教育の充実に努めます。
地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律が平成２７年４月１日に施行された。 法第１条の４に掲げる協議事項、協議・調整事項
総合教育会議は、この法律に規定された法定会議であり、市長と教育委員会で構成される。
総合教育会議では、教育を行うための諸条件の整備その他の地域の実情に応じた教育、学術及び文化の振興 当該年度
を図るため重点的に講ずべき施策の協議、児童・生徒等の生命又は身体に被害が生ずるおそれがあると見込 執行計画

(3)事業内容 内　　容 まれる場合の協議等について協議・調整を行う。
平成２７年度、教育に関する「大綱」を策定した。平成３１年度には、これまでの大綱を引き続き推進する
ため、見直しを行い、文言の修正をしたうえで期間を平成３１年４月からの４年間とした。 総合教育会議の開催回数 想定値 3当該年度

単位 回
活動結果指標 実績値 3

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市長と教育委員会による十分な協議により、より民意を反映した教育行政の推進を図る。 直接 法第１条の４に掲げる協議事項、協議・調整事項の合意率 ％ 100 100

令和 3年度 市長と教育委員会による十分な協議により、より民意を反映した教育行政の推進を図る。 直接 法第１条の４に掲げる協議事項、協議・調整事項の合意率 ％ 100

令和 4年度 市長と教育委員会による十分な協議により、より民意を反映した教育行政の推進を図る。 直接 法第１条の４に掲げる協議事項、協議・調整事項の合意率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

議事録作成 0 議事録作成 0 0 議事録作成 0 議事録作成 0

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 0 0 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 0 0 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2
正職員人件費 1,760 1,740 1,740 1,740 1,740

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 1,760 1,740 1,740 1,740 1,740
(11)単位費用

586.67千円／回 580千円／回 580
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

法定会議のため設置する必要がある。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

「総合教育会議」は法定の会議であり、設置が義務付けられている状況に変りはないため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 「総合教育会議」はすべての地方公共団体に設置が義務付け

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 られており、実施主体は市以外になり得ないため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当しない（構成員は、法律で「地方公共団体の長」と「教 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 育委員会」となっているため） ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
構成員は市長と教育長・教育委員となっている。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

教育委員会と連携して地域の教育の課題やあるべき姿を共有することにより、教
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

育行政のより一層の推進を図ることができたため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 1,740 20 1,740 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.14

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 5.75

％ 10万円 5.75 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
我孫子市教育大綱に基づいて教育行政を推進するためには、市長と教育委員会との連携強化や情報共有が必要不可欠であり、その役割を担う総
合教育会議を引き続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2114 課コード 0103 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 □経常 ■なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 総務部・秘書広報課

個別事業 総合教育会議運営事務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 1,740 千円 (うち人件費 1,740 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52101 重点５ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

思いやりのある豊かな心を育むため、人権・人間尊重の精神や社会性を育む規範意識の醸成など、人間形成 教育に関する予算の編成・執行や条例提案など重要な権限を



ンケート方式のｅモニターを導入し、より多くの市民の意見を取り入れ、施策
施策目的・

(2)目的 から、会議の休日・夜間開催の工夫や、公募市民の登用拡大、インターネットを活用したｅモニター制度な 事業目的 に反映させる。
展開方向

どにより、政策形成過程全般への市民参加を進めます。
パソコンや携帯電話から登録してもらい、インターネットを利用して、アンケート調査を行うシステムで、 ・登録者の募集
普段中々意見を聞くことができない市民の声をリアルタイムで収集し、施策に反映することができる。 ・アンケートテーマの設定
アンケートに対して一定の回答率のあるモニターへの謝礼を予定している。 当該年度 ・意見等の取りまとめと公表　その他

執行計画 ・モニターへの謝礼
(3)事業内容 内　　容 　

モニター登録者数 想定値 300当該年度
単位 人

活動結果指標 実績値 297

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 モニター登録者数を増やす 直接 モニター登録者数 人 297 300

令和 3年度 モニター登録者数を増やす 直接 モニター登録者数 人 500

令和 4年度 モニター登録者数を増やす 直接 モニター登録者数 人 500

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

報償費 131 報償費 144 85 報償費 144 報償費 144
消耗品費 18 消耗品費 19 13 消耗品費 19 消耗品費 19
千葉電子申請サービス講習会旅費 4 千葉電子申請サービス講習会旅費 2 1 千葉電子申請サービス講習会旅費 2 千葉電子申請サービス講習会旅費 2

【流用（6月）】報償費 △30
　※栄典事務へ流用

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 153 合　　計 135 99 合　　計 165 合　　計 165
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 153 135 99 165 165

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.85 0.5 0.5 0.85 0.85
正職員人件費 7,480 4,350 4,350 7,395 7,395

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,633 4,485 4,449 7,560 7,560
(11)単位費用

25.44千円／人 14.95千円／人 14.98
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

若い世代をはじめとするより多くの市民の意見を市政や施策に反映させるため。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

２０歳から４０歳代までのモニター登録者が半数以上を占めており、若い世代の意見を聴取することが出来ている。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が実施している施策について、市民の意見を聴取し、今後

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 の施策に反映させるため。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り モニター登録した市民にアンケート調査を行い、回答を市政 市内在中、在学、在勤の１８歳以上の方を対象に我孫子市の ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り に反映させる。 施策等について、パソコンやスマートフォンのメールアドレ ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り スに年間５回アンケートを送信し、登録者の意見や要望を市 ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している 政への参考とする。 ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(人) 目標値(b)(人) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(人) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
297 300 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

徐々に登録者が増えてきている。未達成であるが、達成率に近い状況である。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 297 99
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 4,485 3,148 4,449 99.2
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

41.24

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 目標値以下であるが、ほぼ達成に近い状況。また、登録

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 者は増加傾向にある。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 6.69

人 10万円 6.68 99.85

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
登録者が増加傾向にあることから、多くの市民の意見等を反映させることができる。今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2115 課コード 0103 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 総務部・秘書広報課

個別事業 eモニター制度 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成27年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 4,515 千円 (うち人件費 4,350 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 4,485 千円 (うち人件費 4,350 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 81202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

地方分権の進展に的確に対応するためには、より市民の意見を反映した政策や施策の展開が重要であること インターネットを活用したア



施策目的・
(2)目的 事業目的 市をあげて祝うとともに、歴史や文化、先人たちが築き上げてきた功績を振り返り、将来の明るいまちづく

展開方向
りに向け、本市が更なる飛躍と発展を遂げられるよう記念事業を実施する。

市制施行５０周年を記念して、令和２年１２月２３日に市制施行５０周年記念式典をけやきプラザで開催す ・4月～6月：オリジナルフレーム切手制作/記念モニュメント制作　・4月～11月：記念誌制作・発行
る。式典では、市政功労賞の表彰や名誉市民の受称など行う。またオリジナルフレーム切手を１０００シー ・4月～5月：あびこ市民の歌マスター音源制作　
ト作成し、記念品として式典出席者へ贈呈する。 当該年度 ・7月1日：市制施行50周年記念式典。市民文化スポーツ栄誉章を3名に贈ることを決定。（式典で授与）　
さらに、あびこ市民の歌をＰＲするために新たに音源を制作するとともに、記念モニュメントとして手賀沼 執行計画 ⇒新型コロナウイルス感染拡大防止のため、式典12月23日開催に変更。また、切手や記念誌等の制作につい

(3)事業内容 内　　容 のうなきちさんの石像を制作する。 ても、着手を延期し、式典に合わせて完成させる。
５０周年記念誌は企業と協働で制作し、市内の全小中学校の児童・生徒に配布する。 ・通年　ホームページ50周年特設サイト管理・運営/広報あびこ特集・コラム記事掲載
令和２年１２月まで、市の主催・共催・後援・市民団体等の自主事業を「市制施行５０周年記念」冠事業と 市制施行５０周年特設ページアクセス数 想定値 5,000当該年度
して実施し、広く市民に周知を図る。 単位 件

活動結果指標 実績値 11,101

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 多くの市民に市制施行５０周年が広く周知されている 直接 市制施行５０周年特設ページアクセス数 件 11,101 5,000

令和 3年度 － 0

令和 4年度 － 0

予算に制約がある中、市民団体やボランティアの協力を得たり、既存の資料や事業を工夫して活用することにより、広く市民に
(7)事業実施上の課題と対応 周知できるよう努める。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ 広告付年賀はがき取次業務 2,262 ＊ 名誉市民勲章 653 653
（作成枚数１５万枚） ＊ オリジナルフレーム記念切手 1,260 1,260
※１９８千円（予備費より増額） ＊ 記念式典　出演者報償費【12月流用増額 330 330

＊ 消耗品費（賞状用筒・盛花・事務用品等 473 333
＊ 印刷製本費（賞状・封筒及び招待状等）
＊ 【12月流用減額△30】 297 209
＊ 通信運搬費（招待状郵送・記念品発送料 439 311

実施内容 ＊ 備品購入費（AI顔認証温度検知機）
＊ 【11月予備費161】 161 157

(8)施行事項
費　　用 ＊ 筆耕翻訳料 352 344

＊ オンライン配信及び情報発信業務委託
＊ 【11月予備費1294】 1,294 1,117
＊ 記念式典運営委託料（会場設営・音響・ 912 846
＊ あびこ市民の歌マスター音源制作業務 1,320 1,320
＊ 記念モニュメント制作業務 650 638
＊ 施設使用料（けやきプラザ）【12月流用 191 191
＊ 広報用写真著作権使用料【12月流用減額 113 42
＊ JBF20周年・市制50周年記念事業負担金
＊ 【3月補正減額△300】 0

市民文化スポーツ栄誉章【9月補正】 142 142
予算(決算)額 合　　計 2,262 合　　計 8,587 7,893 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 2,262 7,587 7,753 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 ■その他 1,000 140 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.6 0.6 0.6 0 0
正職員人件費 5,280 5,220 5,220 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 7,542 13,807 13,113 0 0
(11)単位費用

107.74千円／％ 2.76千円／件 1.18
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

２０２０年７月１日市制施行５０周年を迎えるにあたり、市民をはじめ、地域、民間企業、各種団体、行政等まちづくり ●①事前確認での想定どおり
に関わる様々な主体が連携し、全市をあげて祝うことのできる記念事業を行う必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

新型コロナウイルス感染症の感染状況の影響を受け、当初の事業スケジュールや内容を変更する必要が生じたが、市民と
連携して全市をあげて祝うことができる事業は必要であった。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市制施行50周年事業の実施は市が主体であるため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 記念式典を行い、市民を市政功労者として表彰するため 記念式典を行い、市民を市政功労者として表彰することがで ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り きた。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし

効
　
率
　
性

現況値(a)(件) 目標値(b)(件) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(件) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
11,101 5,000 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

ホームページの上段に50周年記念バナーを掲載してＰＲしたため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 11,101 222.02
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 13,807 △6,265 13,113 94.97
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△83.07

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 目標値以上のため適正である。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 36.21

件 10万円 84.66 233.8

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ●その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
２０２０年７月１日市制施行５０周年を迎えるにあたり、市民をはじめ、地域、民間企業、各種団体、行政等まちづくりに関わる様々な主体が 市制施行５０周年事業のため、今年度で事業が完了した。
連携し、全市をあげて祝うことのできる記念事業が実施できた。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2241 課コード 0103 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 総務部・秘書広報課

個別事業 市制施行５０周年記念事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ 令和 2年度 ⑥担当職員数 8 人 (換算人数 0.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,510 千円 (うち人件費 5,220 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 13,807 千円 (うち人件費 5,220 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

本市は、昭和４５年７月１日に市制を施行し、令和２年７月１日に５０周年を迎える。この大きな節目を全



域での体験イベント、国際交流団体など 2020年に東京オリンピック聖火リレーが我孫子市を通過することが決定したことを受け、その実施に向けた
施策目的・

(2)目的 が実施する講座、展覧会などにより、外国の文化や習慣など、国際理解を深めるための情報を提供します。 事業目的 準備を進めるとともに、東京2020大会の観戦機会を提供するための取り組みを行う。また、東京2020大会お
展開方向

よび聖火リレーに向けて、機運醸成を図る。
・オリンピック聖火リレーに向けた準備および実施 新型コロナウイルスの世界的な感染拡大の譲許を踏まえ、令和2年3月24日に東京2020大会及び聖火リレーの
・パラリンピック聖火リレーに向けた準備 延期が決定したため、新日程が決定され次第、下記事業の実施に向けて準備を進めていく。
・東京2020大会に関する情報の収集・発信および市民の参加意識の醸成 当該年度 　・オリンピック聖火リレー
・東京2020大会の観戦機会の提供 執行計画 　・オリンピック競技、パラリンピック競技の観戦機会の提供

(3)事業内容 内　　容 ・東京2020大会および聖火リレーに向けた機運醸成 　・パラリンピック聖火の採火式
　・千葉県パラリンピック聖火フェスティバルへの参加
オリンピック聖火リレーに向けた準備が進んでいる。 想定値 50当該年度

単位 ％
活動結果指標 実績値 50

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 オリンピック聖火リレーを含む東京2020大会に関する事業に向けた準備が進んでいる。 直接 オリンピック聖火リレーに向けた準備が進んでいる。 ％ 30 50

令和 3年度 オリンピック聖火リレーを含む東京2020大会に関する事業が実施されている。 直接 オリンピック聖火リレーが実施されている。 ％ 100

令和 4年度 － 0

オリンピック聖火リレーの実施にあたり、全庁的な実施体制を整備する必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ●有 ○無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

＊ ■オリンピック聖火リレーの実施 ＊ ※今後公表される予定の東京2020大会
＊ 医師・看護師の配置 84 0 及び聖火リレーの新たな日程、内容を
＊ 市独自イベント会場設営等委託 620 0 踏まえて対応する。
＊ 聖火リレー記録映像撮影委託 88 0
＊ 近隣住民への交通規制案内ﾁﾗｼ印刷 100 0
＊ 出演者等への熱中症対策 92 0
＊ 消耗品の購入（沿道盛り上げグッズ等） 518 0

実施内容 ＊ 自動車リース 100 0
＊ ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ聖火ﾘﾚｰ通過記念銘板の設置 603 0

(8)施行事項
費　　用 【12月補正（減額）】 △2,205

＊ 楽譜の賃借　　　 50 26
＊ スタッフ及び出演者ユニフォーム購入 3,713 3,551

（R1年度12月補正・3月補正繰越分）
＊ ■ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ･ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ競技観戦機会提供
＊ 記念品購入【R1年度12月補正繰越分】 376 0
＊ 鉄道(1471人分)・ﾊﾞｽ借上(15台分） 4,204 0
＊ 有料道路使用料（柏IC～湾岸習志野） 109 0
＊ 駐車場使用料4,000円*15台 60 0
＊ 参加者旅行保険 186 0

【12月補正（減額）】 △4,935
予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 3,763 3,577 合　　計 0 合　　計 0
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 3,763 3,577 0 0

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0 0.8 0.8 0 0
正職員人件費 0 6,960 6,960 0 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 0 10,723 10,537 0 0
(11)単位費用

0千円／＊＊ 214.46千円／％ 210.74
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

新型コロナウイルスの世界的な感染拡大の状況を踏まえ、東京2020大会及び聖火リレーの1年程度の延期が決定されたが ●①事前確認での想定どおり
、今後新たな日程が決定される予定であり、オリンピック聖火リレーや千葉県パラリンピック聖火の採火式の実施に向け ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ た準備、中学生にｵﾘﾝﾋﾟｯｸ・ﾊﾟﾗﾘﾝﾋﾟｯｸ競技の観戦機会を提供するための調整は、引き続き実施する必要があるため。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

東京2020大会及び聖火リレーについて、新たな日程が示され、オリンピック・パラリンピックに関する事業については引
き続き推進する必要があることに変わりはなかったため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった オリンピック聖火リレーは東京2020大会組織委員会や千葉県

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 等との関係機関との調整が必要であり、市以外には実施する
□その他 　促進された ことができなかったため。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り オリンピック聖火リレーの実施、パラリンピック聖火採火式 オリンピック聖火リレーの実施時には、沿道ボランティアと ○①当初期待した以上
●②事業実施時に市民の参画有り の実施にあたり、市民が参加できるよう工夫する。 してスポーツ協会等、沿道盛り上げとして市内中学校や団体 ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り などの参画を予定していた。 ●③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他 延期となり、オリンピック関連事業はいずれも実施に至らな

かったため。
＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 該当なし ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
30 50 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

実施に向けた準備を進めている。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 50 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 10,723 ― 10,537 98.27
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

―

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 延期となったため。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.47

％ 10万円 0.47 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
公表された新たな日程に向けて、国から示される新型コロナウイルス対策に関するガイドラインを踏まえながら、引き続き、準備を進めていく
。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2262 課コード 0103 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 □経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・秘書広報課

個別事業 東京2020オリンピック・パラリンピック・聖火リレー推進事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 ■我孫子 ■天王台 ■湖北 ■新木 ■布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ 令和 2年度 ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 0.8 人）
(1)事業概要

(当　初) 17,863 千円 (うち人件費 6,960 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 10,723 千円 (うち人件費 6,960 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 43101 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民や子どもたちの国際性を育むため、国際性豊かなイベントや地


